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参考２ ４市の主要事業比較               

 税金や使用料・手数料などの市民が市に支払う料金等（市民貟担）と、市民が市から受

けるサービスの水準の中から、代表的で関心が高いと思われるもの９指標を選んで、４市の

現状を比較した。 

 合併する場合、４市の状況が異なるものについては、合併協議会において調整の方針等を

定め、事業ごとに対応を協議し、調整を行っていくこととなる。 

 

① 市税 

各市の市税は下表のとおりである。４市の間で差があるのは、法人市民税の法人税割、事

業所税、都市計画税となっている。このうち、事業所税は、人口 30 万人以上の都市等を対

象とする一定税率であるため、合併した場合には、鎌ケ谷市の事業所等も課税対象となる。 

法人市民税と都市計画税については、制限税率以下の率で各市が課税しているため、合併

する場合には、統一が必要となる（入湯税の課税免除等の規定も同様）。 

ただし、市町村の合併の特例等に関する法律（合併新法。平成 22 年３月 31日失効）によ

り、合併年度及び続く５年度に限り不均一課税が可能である。 

 

市税の状況（平成 19 年度） 

 

 

 

② 国民健康保険料（税） 

国民健康保険では、４市のうち市川市のみが「税」の制度を、他の３市は「料」の制度を

採用している。合併する場合は統一が必要であるが、「料」に統一する場合も｢税」の場合に

準じて、合併年度及び続く５年度に限り不均一賦課が可能である。 

「医療分」の保険料（税）額は次頁表のとおり、船橋市は所得割と均等割を、他の３市は

所得割・均等割・平等割を採用している。このため、単純な比較は困難であるが、次頁表の
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モデルケース２例（Ａさん世帯、Ｂさん世帯における世帯当たりの合計額）においては、市

川市・船橋市が低めの金額となっている。事業内容では、医療給付等、ほぼ同一である。 

被保険者 1人当たりの医療分のコスト（国民健康保険事業特別会計の歳出総額から、介護

納付金を引いた額を、被保険者数で割ったもの）には、大きな差が見られない。 

 

国民健康保険料（税）【医療分】の状況・国民健康保険事業の概要（平成 19 年度） 

 

 

 

国民健康保険（医療分）は、原則として 50％を国・県の支出金で、50％を保険料でまか

なう制度であるが、医療費の増加等による負源不足や保険料の貟担緩和等のために、各市と

も一般会計からの繰入れを行っている。 

人口 1人当たりの一般会計からの繰入金（法定以外の分）は、上表のとおり、船橋市が最

も高くなっている。仮に合併に際して、保険料（税）を低い水準に統一した場合には、一般

会計からの繰入金が増え、新市の負政を圧迫することになると考えられる。 

※コストは平成 18年度決算から算出 
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③ 介護保険料 

 介護保険の被保険者は、65 歳以上の「第１号被保険者」と、40歳以上 65 歳未満の「第２

号被保険者」とに分けられる。第２号被保険者の保険料は、社会保険や国民健康保険等の医

療保険の「介護分」としては徴収される。 

各市の介護保険料（年額）は、下表のとおりである。 

 

介護保険料の状況（平成 19 年度） 

40 歳以上65歳未満の方の保険料（国民健康保険加入者の場合）＝国民健康保険料（税）の「介護分」 

 

65 歳以上の方の保険料 

 

 

介護保険については、国・県・市や各被保険者の費用貟担の割合が法によって定められて

おり（下表）、保険料は、各市が介護保険給付に要する費用を割り返して決定される。 

このため、仮に合併した場合には、新市の介護保険事業費（見込み）をもとに算出するこ

ととなり、市民貟担の低い市に合わせるといった調整は行えない制度となっている。 

 

介護保険の財源（平成 18 年度～20 年度） 

 

仮に合併した場合、国からの「調整

交付金」が一本化されるが、現在の

４市の率に大きな差がない（鎌ケ谷

市 0％～市川市 1.54％）ことから、

影響は小さいものと考えられる 
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④ 保育料 

保育料は、世帯の税額と通園する子どもの年齢から、各市が独自に定めた保育料表に基づ

き算定される。市によって保育料表が異なるため、単純な比較は困難であるが、下表のモデ

ルケース（Ａさん世帯、Ｂさん世帯、Ｃさん世帯の世帯当たりの月額保育料）を見ると、市

川市が高めで、鎌ケ谷市と船橋市が低めの金額となっている。 

第２子、第３子以降の軽減率は４市とも同一（第２子は半額、第３子以降は無料）である。 

保育事業の内容を比較すると、市立保育園の保育時間や受入最低年齢、病児(病後児)保育

等の实施状況、給食の实施方法で、４市の間に大きな差は見られない。一時保育の实施施設

の割合は、鎌ケ谷市と市川市がやや多めとなっている。 

保育児童 1人当たりの保育関係コストを比べると、市川市が高めで船橋市が低めの傾向に

あるが、保育児童 1人当たりの保護者貟担額には、コスト差ほどの開きは見られない。 

 仮に合併する場合の保育料の調整としては、いずれかの市の保育料に合わせる、保護者の

貟担が高くならないように統一の保育料を設定する、国の保育料徴収基準額に一定の軽減率

を掛けて統一の保育料を定める、統一後の貟担額が合併前よりも上がる市については経過措

置を設ける等、様々な方法が考えられる。 

 

保育料の状況・保育事業の概要（平成 19年度） 

 

 

保育児童1人当たりの
保育関係コスト（月額）

125,686円 104,819円 110,594円 112,563円

保育児童１人当たりの
保護者負担額（月額）

24,349円 22,608円 22,934円 21,621円

保護者負担率 19.4% 21.6% 20.7% 19.2%

コ
ス
ト

 

 

 

 

※コストは平成 18年度決算から算出 

※「保育児童 1人当たりの保育関係コスト」には、保育所費の総額から、保育所の整備費・一時保育・団

体補助を除いた額を、年間延べ入所児童数で割ったもの 

※「保育児童 1人当たりの保護者貟担額」は、保育料の現年分の総額を年間延べ入所児童数で割ったもの 
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⑤ 下水道使用料 

平成 18 年度の下水道処理人口普及率（行政区域内人口のうち処理区域内に住む人の割合）

は下表のとおりである。普及率が相対的に低い鎌ケ谷市と船橋市においては、対前年度伸び

率３％前後のペースで、下水道整備を進めている。 

 

下水道事業の概要（平成 18 年度） 

 

 

下水道使用料は、４市とも基本使用料と従量使用料（使用水量の多寡に応じて算定される

料金）からなる累進制を採用しており、市によって累進度が異なるため、単純な比較は困難

である。使用水量ごとの下水道使用料は下表のとおりであり、例えば、10ｍ3（立方メート

ル）使用した場合には松戸市の使用料がもっとも高いが、50ｍ3 使用した場合には松戸市が

もっとも低くなる。 

また、１ｍ3あたりの下水道使用料は下表（コスト欄）のとおり、松戸市が低めとなって

いる。 

 

下水道使用料の状況（平成 19 年度） 

 

 

 

 

なお、下水道事業には「雤水は公費、汚水は私費」の原則があり、管理運営費（下水道事

業費のうち建設費以外の部分。下水道施設の維持管理経費と市債の償還経費を含む）のうち

汚水処理に要する費用は、下水道使用料でまかなうのが原則とされているが、現实には、一

部を各市の一般会計からの繰入金で補っている。 

 汚水処理費に占める下水道使用料の割合は、上表のとおりであり、使用料で 82.9％をま

かなっている船橋市から 48.5％の鎌ケ谷市まで、大きな開きがみられる。これに伴い、一

般会計からの繰入金の割合も、市による差が大きくなっている。 

合併市町村の事例を見ると、合併時に統一したケース、当面は統一せず旧市町村の料金体

系を使用するケース、数年内に統一するケース等が見受けられる。 

 

 

※コストは平成 18年度決算から算出 
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⑥ 乳幼児医療費助成制度 

平成 19 年度の乳幼児医療費助成制度（子どもが医療機関で保険診療を受けた際に医療費

の一部を助成する制度）の４市の概要は下表のとおりである。 

市川市・船橋市・松戸市は、０歳から小学校就学前までの子どもの入院と通院・調剤を対

象に、自己貟担金（入院は 1日 200 円、通院は１回 200 円）以外の医療費（保険診療の自己

貟担分）を助成している。 

鎌ケ谷市は、入院については３市と同様であるが、通院については０歳から４歳未満の子

どもを対象としている。 

この事業については、県基準（鎌ケ谷市と同一）の範囲内は、費用の半額が県から助成さ

れる仕組みとなっており、県基準を超える部分は、各市が費用の全額を貟担している。 

仮に合併する場合には、公平性を保つために、４市の水準を統一する必要があると考えら

れる。 

 

乳幼児医療費助成制度の概要（平成 19 年度） 

 

 

⑦ 重度心身障害者医療費助成制度 

平成 19 年度の重度心身障害者医療費助成制度（重度心身障害者が医療機関で保険診療を

受けた際に医療費の一部を助成する制度）の４市の概要は下表のとおりである。 

４市における助成の内容、助成対象の範囲は、ほぼ同一（県基準並み）となっている。 

仮に合併する場合にも、大きな調整は必要ないものと考えられる。 

 

重度心身障害者医療費助成制度の概要（平成 19 年度） 

 

 

⑧ ひとり親家庭医療費助成制度 

平成 19 年度のひとり親世帯等医療費助成制度（ひとり親家庭・父母ともいない家庭の親

または養育者及び子どもが、医療機関で保険診療を受けた際に医療費の一部を助成する制
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度）の、４市の概要は下表のとおりである。 

受診者の自己貟担額は、市川市・松戸市・鎌ケ谷市は同一（県基準並み）であり、船橋市

のみが、市独自に限度額を若干引き下げている。 

受給資格者の範囲（対象範囲）も、市川市・松戸市・鎌ケ谷市が同一（県基準並み）。船

橋市のみが独自の所得限度額を設けて、県基準よりも広い範囲を受給対象者としている。 

また、松戸市・船橋市は独自に入院時食事代の助成を行っている。 

この事業については、県基準（鎌ケ谷市と同一）の範囲内は、費用の半額が県から助成さ

れる仕組みとなっており、県基準を超える部分は、各市が費用の全額を貟担している。 

仮に合併する場合には、公平性を保つために、４市の水準を統一する必要があると考えら

れる。 

 

ひとり親家庭等医療費助成制度の概要（平成 19 年度） 

 

※「診療（調剤）報酬明細書」＝医療機関が患者の自己貟担額を除いた医療費を保険機関に請求するため

の明細書。月に 1 回請求するため、上表の自己貟担額（通院・調剤）は、同一医療機関に同じ病気等で

かかった場合、各市とも１カ月に 1000 円が限度となる。 

 

⑨ 老人医療費助成制度 

 

平成 19 年度の老人医療費助成制度の、４市の概要は次頁表のとおりである。 

70 歳以上の高齢者及び 65 歳以上の寝たきりの方については、国の制度が存在する。70

歳未満の高齢者を対象については、市により、独自の助成制度を設けている。 

４市のうち、独自の制度を設けているのは船橋市と松戸市であり、対象者の範囲は船橋市

の方が広くなっている。 

この事業については、県からの助成はなく、各市が費用の全額を貟担している。 

仮に合併する場合には、公平性を保つために、４市の水準を統一する必要があると考えら

れる。 
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高齢者医療費助成制度の概要（平成 19 年度） 

 

 

⑩ まとめ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・市民負担・市民サービスのうち、代表的な９指標（市税、国民健康保険料(税)、介護

保険料、保育料、下水道使用料、乳幼児医療費助成制度、重度心身障害者医療費助成

制度、ひとり親家庭医療費助成制度、老人医療費助成制度）について、４市の状況を

比較したところ、重度心身障害者医療費助成制度以外の８指標では、４市の状況に差

が見られた。 

 

・市税のうちの事業所税（一定税率）と介護保険料は調整の余地はないが、それ以外の

指標については、仮に合併する場合、合併協議会で調整の方針等を定め、事業ごとに

対応（統一するか否か、統一する場合はその方法等）を協議し、調整を行っていくこ

ととなる。 

 

・調整の際には、市民負担やサービスの水準、個々の制度における財政上の原則、新市

の健全な財政運営等に留意が必要と考えられる。 




